
v

年
4
月
に
最
初
の
消
費
地
税

、=，
(5
%
↓

8
%
)
が
実
施
さ

4
.

れ
た
。
予
定
通
り
な
ら
ば
、

次
の
消
費
増
税
(
8
%
↓
叩
%
)
は
来

年
日
月
だ
が
、
明
税
の
一川
や
ス
ピ
ー
ド

が
景
気
に

一
定
の
影
響
を
及
ぼ
す
懸
念

も
あ
り
、
安
倍
背
三
首
相
は
年
末
に
再

増
税
の
最
終
判
断
を
す
る
予
定
だ
。

こ
の
判
断
材
料
の

一
つ
が
増
税
後
の

景
気
動
向
で
、
今
年
4
1
6
月
期
の
実

質
G
D
P
成
長
率
(
季
節
調
整
値
)
に

市
場
の
関
心
が
集
ま
っ
た
。
結
果
、
年

半
で
1
・
8
%
減
と
な
り
、
東
日
本
大

震
災
の
2
0
1
1
年
1
1
3
月
期
を
上

回
る
落
ち
込
み
と
な
っ
た
。
同
市
税
前
の

駆
け
込
み
需
要
の
反
動
で
例
人
消
費
の

マ
イ
ナ
ス
が
過
去
最
大
と
な
っ
た
の
が

主
因
だ
が
、
4
1
6月
期
の
実
質
G
D

P
の
落
ち
込
み
(
前
期
比
)
が
、
1
9

8
9
年
消
費
税
導
入
時
(
0
%
↓
3

%
)
の
1
・
3
%
減
や
W
年
増
税
時

(
3
%
↓
5
%
)
の
0
・
9
%
減
よ
り

も
大
き
く
見
え
る
た
め
、
市
場
の
一
部

で
長
気
の
先
行
き
に
対
す
る
不
安
の
声

も
出
て
き
て
い
る
。
だ
が
、
こ
の
よ
う

な
見
方
に
は
若
干
留
・
誌
が
必
要
で
あ
る
。

な
ぜ
な
ら
、
消
費
補
税
に
よ
る
反
動

減
の
大
き
さ
は
、
実
質
G
D
P
の
ト
レ

ン
ド
成
長
率
の
川
紛
糾
を
取
り
除
い
て
許

% 
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トレンド成長率との
希離で評価すると
反動減は過大ではない
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側
す
る
必
要
が
あ
り
、
近
年
の
ト
レ
ン

ド
成
長
率
か
ら
見
て
今
回
の
反
動
減
は

過
度
に
大
き
く
な
い
か
ら
だ
。

初
年
代
の
実
質
G
D
P成
長
率
は
4

・
3
%、

ω年
代
は
1
・
5
%
、
2
0

0

0
年
代
は
1
・
4
%
(
リ
l
マ
ン
シ

ョ
ッ
ク
の
影
科
を
除
く
た
め
2
0
0
0

1
侃
年
の
平
均
)
。
こ
れ
ら
の
値
を

「
ト
レ
ン
ド
成
長
率
」
と
仮
定
し
、
凶

半
期
デ
l
タ
で
「
実
質
成
長
率
l

ト
レ

ン
ド
成
長
率
」
を
試
算
す
る
と
、
消
自

納
税
に
伴
う
反
動
減
は

「加
年
(
2
・

4
%
減
)
V
H年
(
2
・
日
%
減
)
V

W
年
(
1
・
3
%
減
こ
で
あ
り
、
今

回
の
反
動
減
は
肝
年
よ
り
も
大
き
い
が
、

的
年
よ
り
は
若
干
小
さ
い
。

現
実
の
政
策
は
不
延
夫
な
見
通
し
ゃ

不
完
全
な
情
報
の
中
で
決
定
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
が
、
経
済
変
動
の
実
態
把

握
に
最
も
重
要
な
こ
と
は
、

ト
レ
ン
ド

成
長
率
と
の
希
離
で
評
価
す
る
こ
と
だ
。

「
ト
レ
ン
ド
成
長
率
が
低
い
時
期
に
増

税
す
れ
ば
、
経
済
が
さ
ら
に
落
ち
込

む
」
と
の
批
判
も
あ
ろ
う
が
、
現
在
の

財
政
状
況
を
考
、
え
れ
ば
財
政
再
建
は
待

っ
た
な
し
で
あ
り
、
東
日
本
大
震
災
の

よ
う
な
荒
事
態
を
除
き
、
納
税
を
さ

ら
に
先
送
り
し
て
将
来
に
禍
根
を
残
す

こ
と
は
避
け
る
べ
き
だ
。
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